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陸町であり、2011 年 6 月から 2012 年 2 月までの
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人口減少率（％） 65 歳以上人口比率（％）2001 年 3 月末 2011 年 1 月末
洋 野 町 22,054 19,295 12.5 30.5
久 慈 市 41,557 38,168 8.2 26.4
野 田 村 5,498 4,835 12.1 30.1
普 代 村 3,544 3,078 13.1 31.5
田 野 畑 村 4,684 3,968 15.3 33.9
岩 泉 町 13,360 11,179 16.3 37.8
宮 古 市 67,727 60,135 11.2 30.9
山 田 町 21,730 19,306 11.2 31.8
大 槌 町 18,106 16,171 10.7 32.4
佂 石 市 46,733 40,018 14.4 34.8
大 船 渡 市 44,871 41,115 8.4 30.8
陸前高田市 26,746 24,277 9.2 34.9
（注） 1．2001 年 3 月末住民基本台帳人口は合併市町については旧市町村の人口の合計を示している。
 2．大槌町と陸前高田市は 2010 年 3 月末人口を示している。
 3．人口減少率は2001年3月末から2011年1月末までの期間で算出している（大槌町と陸前高田市は2010年3月末まで）。
 4．65 歳以上人口比率は 2010 年の数値である。
 5．就業人口、産業構造は 2005 年国勢調査による。
（出所）各市町村ホームページ、総務省ホームページ（決算カード）、平成 22 年国勢調査などより筆者作成。































表 3　岩手沿岸の市町村の就業状況（2000 年→ 2010 年）
（単位：人、％）
就業者















洋野町 7,732 1,657（21.4） 1,198 373 2,340（30.3） 1,328 1,009 3,731（48.3） 317 957 258 243 805 265 274
種市町 6,363 1,194（18.8） 704 430 2,382（37.4） 1,406 974 2,787（43.8） 272 893 ― ― ― 1,304 218












































































































































田老町 2,307 588（25.5） 224 343 666（28.9） 278 378 1,053（45.6） 102 284 ― ― ― 522 122
新里村 1,736 292（16.8） 207 6 697（40.1） 205 481 747（43.0） 91 240 ― ― ― 313 86





















































































































（注） 1．上段：2000 年国調、下段：2010 年国調である。
 2．2000年については運輸・通信業、卸・小売業と飲食店、（広義）サ―ビス業の数値を、2010年時点の区分である運輸・郵便業、卸売・小売業、（狭義）サ―ビス業として記している。
 3．久慈市、宮古市、大船渡市の 2000 年の数値は合併前、2010 年の数値は合併後、旧町村の数値は 2000 年である。
（出所）国勢調査、岩手県ホ―ムペ―ジ（「いわての統計情報」サイト）などより筆者作成。














　漁業生産額（2009 年）は宮城県の 790 億円（全
国の約 6％を占め、4位）に劣るものの、岩手県
は 399 億円で、全国で 11 位である。岩手の海面
漁業魚種別生産額は表 4のとおりである。第 1位
がサケ、第 2位が養殖ワカメ、第 3位がアワビで、





　岩手の漁港は、県管理 31、市町村管理 80 の合
計 111 漁港である。とくに地元漁業者が利用する
小規模な第 1 種漁港が多く、83 漁港ある。近隣
























順位 魚種 生産額 全国順位
① サ ケ 7,039 ②
② 養殖ワカメ 4,697 ①
③ ア ワ ビ 3,314 ①
④ スルメイカ 3,051 ⑤
⑤ 養 殖 カ キ 2,628 ④
⑥ メ バ チ 2,471 ⑩
⑦ サ ン マ 1,932 ③
⑧ 養殖ホタテ 1,829 ④
⑨ 養殖コンブ 1,498 ②
⑩ ウ ニ 1,360 ②
（注）生産額の単位は百万円。2009 年農林水産省統計。
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111 漁港のうち 108 港が被災した。その他には 13
市場の全てが壊滅的被害を受けた。また、大量の
瓦礫が海に流れた。全国的にはあまり知られてい
ないが、沿岸南部は 2010 年 2 月 28 日のチリ大地
震津波による被害も受けており、復旧が完了しな
いなかでの被災であった。
　岩手日報 2011 年 11 月 25 日付によれば、「県は
24 日、東日本大震災による水産・漁港関係の被
害額が 5649 億 3900 万円に上ると明らかにした。
調査率は 100％。漁港関係被害が 4527 億円と全
体の 8割を占める。」「荷さばき所の流失など水産
施設被害は 1893 カ所で 365 億円。漁船は約 9割
の 1 万 3271 隻が被災し被害額 338 億円だった。
定置網など漁具の被害額は 155 億円。ホタテガイ
の種苗や殻付きカキなど水産物被害は 131 億円。

















　岩手県は 2011 年 8 月に「岩手県東日本大震災
（単位：百万円）
区分 被害の概要 被害額 被害市町村数
水産施設等





21,852 3 市 1 町 3 村
漁 船 漁船の流失、損壊等【9,673 隻】 23,355 4 市 1 町 3 村
漁 具 定置網、刺し網、カゴ等の流失【136 ケ統（箇所）】 11,143 3 市 1 町 3 村
養 殖 施 設 ワカメ、コンブ、ホタテ、カキ等の養殖施設の流失【26,514 台】 13,200 （沿岸部全域）
水 産 物 養殖物、カキ・ホタテ種苗などの流失【調査中】 11,000 （沿岸部全域）
漁 港 関 係 防波堤の倒壊等【108 箇所】 278,179 5 市 4 町 3 村
合計 358,729
（注） 1．2011 年 7 月 25 日現在。
 2．被害額等には、一部に概数を含む（岩手県農林水産部調べ）。
（出所）岩手県「岩手県東日本大震災津波復興計画・復興基本計画（参考資料）」（2011 年 8 月）より筆者作成。
表 6　岩手県の水産・漁港関係の被害状況

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































含む）をみると、前者では 2011 年 4 月 11 日の第


































































































































































2009 年（24 漁協）、2005 年（27 漁協）、2000 年（38
漁協）の順で、1漁協当たりの組合員数は 602 人、
597 人、478 人で、そのうち正組合員数は 446 人、
434 人、349 人、准組合員数は 157 人、163 人、
129 人である。全漁協の組合員数は 09 年 14,452




ると、2009 年、2005 年、2000 年の順で販売事業
は 8.9 億円、8.4 億円、6.4 億円、漁業自営（定
置）は 2.8 億円、2.4 億円、2.2 億円、購買事業
は 2.3 億円、2.4 億円、2.1 億円、冷凍・冷蔵事















2000 年度 2005 年度 2009 年度
事 業 収 益 4,503,088 4,191,840 4,155,310
事 業 直 接 費 3,972,825 3,775,781 3,748,559
事 業 総 利 益 530,263 416,059 406,751
（総利益率）％ 11.8 9.9 9.8
事 業 管 理 費 509,832 395,842 375,064








経 常 利 益 22,164 13,257 25,930
事 業 外 収 益 355,611 163,191 90,129
事 業 外 費 用 353,878 170,151 95,886
特 別 利 益 6,673 9,978 12,614
特 別 損 失 6,438 4,012 14,277
税引前当期利益 22,398 19,223 24,267
法人税・住民税 15,947 9,135 24,969
当 期 剰 余 金 6,452 10,089 △ 702
（当期純利益率）％ 0.1 0.2 0
（出所）岩手県農林水産部ホームページ「岩手県水産業の指標
　　　  （平成 22 年度）」より筆者作成。
（金額単位：万円）
2000 年度 2005 年度 2009 年度 2000 年度 2005 年度 2009 年度
流動
資産
受取手形 9,087 6,319 4,551
流動
負債
支払手形 5,231 2,365 1,648
事業未収金 373,219 324,580 307,723 事業未払金 165,220 194,819 198,502
貸倒引当金 △ 72,664 △ 92,455 △ 44,770 短期借入金 140,452 305,598 115,998
棚卸資産 199,554 151,486 166,167 その他 451,386 239,318 157,161
その他 1,262,099 727,137 707,575 小計 762,288 742,100 473,308
小計 1,771,295 1,117,066 1,141,246
固定
負債
証書借入金 1,228,846 953,964 446,242
固定
資産
減価償却資産 1,515,105 1,361,734 1,111,625 その他 451,594 359,606 408,548
無形固定資産 3,266 5,507 4,668 小計 1,680,440 1,313,570 854,790
外部出資 379,421 452,139 422,857 負債合計 5,492,922 2,055,670 1,328,098
その他 82,100 244,701 59,012
資本
出資金 848,186 833,444 803,412
小計 1,979,892 2,064,081 1,598,162 特別準備金 215 290 290
繰延資産 68,715 72,042 35,093 諸積立金 855,882 683,340 784,787
資産合計 6,914,893 3,253,189 2,774,501 当期未処分剰余金 △ 282,312 △ 319,554 △ 135,399
小計 1,421,971 1,197,520 1,453,090
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つ。それは 1990 年代に入って増大し、2004 年に

















































して、山田漁連は 10 月、大槌町漁協は 11 月、最







市 1600 トン、大槌町 2500 トン」などとなってい










































ふ化場 28 ヵ所のうち 21 ヵ所が被災し、増殖事業










































「新規登録漁船数は 3 月までに 3793 隻で、13 年
度までの整備計画数（6125 隻）に対する割合は
61.7％。産地魚市場水揚げ量は 3 月までに 9 万
3695 トン。過去 3年平均比は 55.2％と、産業の








































に 4隻揃い、11 月中旬に 2ヵ統となった。
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650 隻のうち 20 隻程度だけが残った。河北新報





















難させた 2隻と奇跡的に助かった 3隻の計 5隻し
か残らなかった。」























　2011 年 12 月の漁協の幹部へのヒアリングでは
写真４　新おおつち漁協 写真５　大槌魚市場（全壊）



























たことによる。2012 年 2 月 17 日の新組合の設立
総会を経て、3月 1 日に「新おおつち漁協」が正
式にスタートした。事業規模は大幅に縮小するこ
とになる。組合員数は 5月 15 日現在 249 名であ
る。職員は 22 人から 14 人まで縮減されている。
組合長をはじめ役員は 6月の総会で改めて選任さ









年 1 月 16 日付は河北新報社による全 24 漁協アン
ケート（年末・年始に実施）によって漁協別漁船
数（震災前→現在）が種市南 116 → 89（復旧率
77％）、種市 120 → 63、重茂 814 → 298、三陸や
まだ 1,157 → 365（同 32％）、広田湾 1,346 → 398、
宮古 1,033 →約 250、田老町 963 → 192、大槌町
700～800 →約 60（同 7.8％）であると伝えており、
三陸やまだも震災の影響が長引いていると言える38）。








災後も続けるのは 163 人。そのうち約 80 人が大
沢支所の漁業者で、大沢の復活は町の漁業復活の
重要な伴を握っている。」と報じ、「出荷量は例年



































































2011 年 7 月 21 日であった。この時点で重茂漁協
の漁船は約 200 隻まで増えていたので、その迅速



























復活を目指す。」（岩手日報 2011 年 4 月 6 日付）42） 
ワカメの養殖施設 624 台は全滅したが、11 年 10



















する方針を固め、2011 年 6 月 10 日の市議会 6月












で 288 人（正組合員 213 人、准組合員 75 人）、種
















10 ）。町内の全 5漁協の被害額は約 21 億円であ

















ていた稚ウニ約 600 万個や稚ナマコ約 40 万個が
全て流出した（写真 11 ）。ただ、種苗生産施設（ウ
ニ、アワビ等）は県内に 8ヵ所あるが、種市事業
所は 2011 年 9 月初旬に、来年度の放流に向けた
ウニの採卵作業（毎年採卵作業は秋）を行うこと
ができ、最も早く一部再開を果たした。そして、




























































組合員 816 人（大震災前）のうち 40 人超が大震
災による死亡・行方不明ということであった。支
所の事務所は全壊し、高台に仮事務所が整備され
た（写真 12、写真 13 ）。これに対して、産経新








も、ほとんど機能しておらず、10 月 24 日の仮設
魚市場の完成まで脆弱なままであった45）。漁船に
関しては 2011 年 11 月末現在、修理を施すなどし
て 186 隻が使えるようになった。支所が発注した











写真 12　宮城県漁協志津川支所（全壊） 写真 13　宮城県漁協志津川支所（仮事務所）
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長 40 センチ、重さ 1キロほどに成長し、出荷で























































































































1 ） 日本経済新聞 2011 年 5 月 11 日付における村井知事へ
のインタビューでは、知事は漁港の集約による規模拡
大と運営の効率化について、「県内に約 140 ヵ所ある
漁港を 3分の 1から 5分の 1程度に集約することを検
討している」と応答している。









つ。2007 年、県内 31 漁協が合併して県漁協が発足し、



















4） 河北新報 2011 年 6 月 22 日付では「県漁協は撤回を求
















































に位置付け、2013 年度までに復旧する。残りの 82 港
は 15 年度までに復旧する予定。従来は漁港数を 3割
程度に集約する方針だった。集約対象になる漁港の管
理者である市町や漁協との調整の結果、約 4割にあた
る 60 港となった。」と報じている。河北新報 2011 年
12 月 9 日付には再編方針にもとづく 142 港の分類の
一覧が表示されている。
7） 「農林水産省の漁業センサス（08 年）によると、本県
の漁業従事者は 9948 人。男性従事者のうち、60 歳
以上の割合は 1993 年 29.7％、98 年 39.6％、2003 年
44.8％と上昇を続け、08 年は 50.0％に達し、高齢化













14,846 隻、そのうち船外機付船は 11,779 隻（79.3％）、
動力漁船は 2,989 隻（20.1％）である（2008 年）。動







































数 345 人（うち正組合員数 194 人）、職員数 13 人、出
資金 2.0 億円（うち正組合員 1人当たり 103 万円）、
信用事業・貯金残高 55.2 億円、同・貸付金残高 9.8
億円、購買事業（供給高）2.6 億円、販売事業（取扱高）
























































21） 『水産白書』（平成 22 年版）p.29


































27） 山本（2002、pp.89～90）では水協法施行 50 周年記念

















28） 筆者が 2009 年 8 月の大槌町社会・経済調査の際に入





益が減少し、本年度決算は、事業収益が 7億 5 千 160
万円で前年比 9千 660 万円の減、事業利益は 625 万円
と前年度事業利益 1億 1千 880 万円を大幅に下回るこ
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ととなり、平成 20 年度決算において 15,097 千円の損
失金を計上することになりました。」と記されている。
29） 財政学研究会主催 2011 年冬シンポジウム「震災復興























掛ける 134 業者のうち 117 業者が被災。再開済みや再
開意向を示す業者は 74 業者で、廃業を決めたり『今
















31） 岩手日報 2011 年 11 月 19 日付は「本県沿岸部で、漁
船調達が思うように進んでいない。震災前、本県の登
録漁船は 1万 4303 隻あった。10 月末までに新規登録












32） 岩手日報 2011 年 9 月 28 日付では「県内漁港周辺の海
中がれきの撤去が 27 日、完了した。県は 86 漁港から




も 50 万～60 万立方㍍沈んでおり、県は主力の秋サ
ケなどの漁場を優先しながら本年度内の全量撤去を目
指す。」と伝えられている。





















年度より 20 ヵ統少ない 66 ヵ統にとどまる見込み。」
「本県のワカメ養殖は久慈市以南の 19 漁協管内で行わ
れてきた。前年度 1590 人いた養殖漁業者のうち、今
































年 5 月の漁協組合長へのヒアリングでは 1人もやめな
いということであった。

















38） 河北新報 2012 年 1 月 20 日付は漁船復旧補助事業によ
る漁船取得で漁協間格差が出ていることを取り上げ、
「綾里（大船渡市）、田老町（宮古市）、船越湾（山田




































42） 河北新報 2011 年 4 月 7 日付では次のことが伝えられ































洋野町）の玉川浜漁協は 1965 年 4 月以来、県内最少
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の組合員数で、50 人に満たず、現在では 30 人程度ま
で減少しており、アワビ・ウニ漁が盛んである。









































いっしょに育む『希望郷いわて』～」（2009 年 12 月）
・同「いわて三陸海洋産業振興指針～『海の産業創造いわ
て』の実現を目指して～」（2009 年 12 月）
・同「岩手県東日本大震災津波復興計画・復興基本計画～
いのちを守り　海と大地と共に生きる　ふるさと岩手・
三陸の創造～」（2011 年 8 月）
・加瀬和俊「佂石市における漁業―経済振興策と家族・
地域・漁協―」（『社会科学研究』第 59 巻第 2 号、
2008 年 2 月、東京大学社会科学研究所）
・同「漁業権『開放』は日本漁業をどう変えるか」（『世界』
2011 年 10 月号）






察から―」（『経済』2011 年 11 月号）
・規制改革会議「規制改革の推進のための第 2次答申」
（2007 年 12 月 25 日）
・経済同友会「新しい東北、新しい日本創生のための 5つ
の視点―東日本大震災復興計画に関する第 1次提言








題―」（2008 年 7 月）
・JF 全漁連・東北地方太平洋沖地震による被災漁業・漁
村の復興再生に向けた有識者等検討委員会「中間報告書」













業・漁村の再建方策」（2011 年 4 月）
・日本経済団体連合会「復興・創生マスタープラン～再び
世界に誇れる日本を目指して～」（2011 年 5 月）
・日本経済調査協議会「魚食をまもる水産業の戦略的な抜
本改革を急げ―水産業改革高木委員会（緊急提言）
―」（2007 年 2 月）
・同「水産業改革高木委員会調査報告・魚食をまもる水産
業の戦略的な抜本改革を急げ」（2007 年 7 月）
・同「緊急提言　東日本大震災を新たな水産業の創造と新
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研究ノート　岩手水産業の復旧における主体間関係と諸問題
ス』2011 年 9 月号）
・同「漁村に関連する復興構想とその議論」（『地域経済学
研究』第 23 号、2012 年 1 月、日本地域経済学会）
・東日本大震災復興構想会議「復興への提言～悲惨のなか
の希望～」（2011 年 6 月 25 日）
・東日本大震災復興対策本部「東日本大震災からの復興の
基本方針」（2011 年 7 月 29 日）
・廣吉勝治「漁協の性格と『組織強化方策』について（協





再生からさらなる発展へ～」（2011 年 10 月）
・同「宮城県水産業復興プラン」（2011 年 10 月）
・村井嘉浩『復興に命をかける』（2012 年 a、PHP研究所）
・同『それでも東北は負けない―宮城県知事が綴る
3･11 の真実と未来への希望―』（2012 年 b、ワニブッ
クス）
・山川卓「東日本大震災とこれからの水産業」（『都市問題』





 〔2012 年 6 月 25 日脱稿〕
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